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Ⅶ みやぎ財政運営戦略（第４期）の取組状況



Ⅰ 予算編成の基本的な考え方

○ 令和８年度は、５つの「政策推進の基本方向」のもと、引き続き、県民や事業者、国や市町村など多様な

主体と連携・協働しながら、「新・宮城の将来ビジョン（2021～2030）」に掲げる「宮城の将来像」の実

現に向けた富県躍進につながる様々な取組を予算化

⚫ 特に、人口減少のスピードが増していく中にあっても、県民一人ひとりが幸福を実感し、地域が活力を維

持しながら持続的に発展できる地方創生の実現を目指すため、「人口減少対策」を重点的に予算化

⚫ 若者や女性の県外流出に歯止めをかけるため、若者・女性に選ばれる宮城を目指し、成長産業や魅力ある

産業の誘致、働きやすい職場環境整備及び住み続けたい地域づくりを支援するとともに、結婚や妊娠・出

産、子育ての希望がかない、安心して子どもを産み育てることができるよう、子ども・子育てを社会全体

で支える環境整備を進める

⚫ また、喫緊の課題となっている人手不足に対応するため、各分野における人材確保、生産性向上等の取組

や外国人材の受入、定着を支援するほか、デジタル技術を活用した県民生活の利便性の向上に取り組む

⚫ さらに、地元への愛着心の醸成などにより、地域と多様な関わりを持つ「関係人口」の拡大を推進すると

ともに、宿泊税も活用し、インバウンドをはじめとした「交流人口」の拡大を推進する

○ 財源確保に向けては、通常事業の徹底した見直しや特別会計・基金の資金活用など、「みやぎ財政運営戦

略（第４期）」に基づく歳入歳出両面にわたる対策を計画的に実施し、県財政の持続可能性に十分配慮し

て予算を編成
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Ⅱ 当初予算の規模
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当初予算(一般会計)の推移

(単位：億円)

令和7年度 令和8年度 増減額 増減率

A B C=B-A C/A

一般会計 10,265 10,959 694 6.8%

特別会計 4,488 4,253 ▲235 ▲5.2% 

準公営企業会計 31 56 25 81.5%

公営企業会計 428 410 ▲18 ▲4.2% 

合計(総会計) 15,212 15,678 467 3.1%



自主財源

6,810 

(62.1%)

依存財源

4,149 

(37.9%)

県税

3,446 

(31.4%)

地方消費税清算金

1,393 

(12.7%)
諸収入

1,251 

(11.4%)

繰入金

540 

(4.9%)

使用料及び手数料

125 

(1.1%)

その他

55 

(0.5%)

地方交付税

1,743 

(15.9%)

国庫支出金

1,052 

(9.6%)

県債

700 

(6.4%)

その他

654 

(6.0%)

Ⅱ 当初予算の規模

一般会計

歳入総額

10,959

(100.0%)

義務的経費

3,958 

(36.1%)

投資的経費

1,190 

(10.9%)

その他の経費

5,811 

(53.0%)

人件費

2,273 

(20.7%)

公債費

1,090 

(9.9%)

扶助費

595 

(5.4%)

普通建設事業費

1,145 

(10.4%)

災害復旧事業費

46 

(0.4%)

補助費等

3,474 

(31.7%)

貸付金

1,202 

(11.0%)

物件費

512 

(4.7%)

その他

623 

(5.7%)

（単位：億円）

令和８年度当初予算(一般会計)・歳入総額 令和８年度当初予算(一般会計)・歳出総額(性質別)

一般会計

歳出総額

10,959

(100.0%)
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(10.8%)

(5.8%)

(53.2%)

(0.6%)

(36.0%)



総務費

557 

総務費

652 

民生費

1,530 

民生費

1,596 

衛生費

397 

衛生費

490 

473 

452 

商工費

1,305 

商工費

1,374 

土木費

623 

土木費

593 

警察費

583 

警察費

595 

教育費

1,864 

教育費

2,144 

公債費

1,049 

公債費

1,094 

諸支出金

1,717 

諸支出金

1,828 

167 

141 

R7

R8

そ
の
他

Ⅱ 当初予算の規模

（単位：億円）

令和８年度当初予算(一般会計)・歳出総額(款別)

(18.2%)(14.9%) (12.7%)(3.9%) (6.1%) (5.7%)(4.6%) (16.7%)(10.2%) (1.6%)

農林
水産
業費

(5.4%)

そ
の
他

農林
水産
業費

(19.6%)(14.6%) (12.5%)(4.5%) (5.4%) (5.4%)(4.1%) (16.7%)(10.0%) (1.2%)(6.0%)10,959
(100.0%)

10,265
(100.0%)
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Ⅲ 重点項目 人口減少対策

⚫ 本県の人口は2003年の約237万人をピークに減少に転じており、「国立社会保障・人口問題研究所」の推計で
は、2050年の本県人口は約183万人まで減少する見込み

⚫ 出生数が10年で３割以上減少していることに加え、若者、特に女性が県外に流出しており、流出先は東京圏
（東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県）に集中

⚫ 高齢化が進行し、生産年齢人口（15歳～64歳）が年々減少していることから、各産業において人手不足が深
刻化

⚫ また、人口減少・高齢化の急速な進行は、地域活力の低下に加え、日常生活に不可欠な行政サービスの提供
が困難になることが懸念

① 若者・女性に選ばれる宮城 ② 結婚・出産・子育て支援 ③ 人手不足への対応

④ デジタル技術を活用した県民生活の利便性向上 ⑤ 関係人口・交流人口の拡大

人口減少に立ち向かう５つの施策

取組の方向性

⚫ 人口減少下においても、県民一人ひとりが幸福を実感し、いつまでも安心して暮らせる社会の構築に向け、

県民、企業・ＮＰＯなど、あらゆる主体と一丸となって次の５つの施策に取り組む

⚫ とりわけ、若者の県外流出に歯止めをかけることが必要不可欠であることから、「若者・女性に選ばれ

る宮城」を目指し、これまでにない新たな視点からの施策にも積極的にチャレンジ

現状・課題
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コスメ・健康関連産業集積促進事業 23,000千円

若者・女性が魅力を感じるコスメ関連企業等とのネットワー
ク創出を図り、産業集積に向けた取組を支援

ワークエンゲージメント向上支援事業    45,000千円

職場定着に向けた中小企業等の働き方改革の取組への支援
（拡充）就業規則の見直しやリスキリング支援による多様な

働き方推進の取組支援

女性応援プロジェクト推進事業 80,000千円

女性の県内定着の推進や地域女性の人材育成等
（拡充）職場環境整備向け補助金の拡充、アンコンシャス・

バイアス解消に向けたワークショップ開催等

みやぎ農業次世代育成プロジェクト推進事業 8,600千円

若い世代の新規就農者確保に向けた農業体験等の実施
（拡充）先進的な農業法人等での雇用就農体験の実施

みやぎ情報発信共創プラットフォーム事業 22,000千円

若者への情報発信手法の見直し、若者と県をつなぐコミュニ
ティ（仮称）みやぎファンクラブの創設

新

Ⅲ 重点項目 人口減少対策

① 若者・女性に選ばれる宮城 主な取組（約31.2億円）

新

新

拡

拡

拡

森・海の魅力を活かした若者定着促進事業 6,500千円

県内の大学生等を対象とした海・山の魅力を活かした体験・
交流ワークショップの実施

企業立地促進奨励金 2,798,000千円

県内に工場・事業所を新増設した企業への奨励金等

みやぎ企業立地奨励金 2,687,000千円

   情報通信関連企業立地促進奨励金 81,000千円  

   テック系スタートアップ企業立地促進奨励金 30,000千円

半導体人材育成・産学連携推進事業 50,200千円

産学官連携による半導体人材の育成・確保支援
（拡充）人材育成講座の開設

企業誘致活動強化事業 51,632千円

成長が見込まれる半導体分野を中心とした企業誘致活動の強化
（拡充）海外販路開拓の取組を支援

テック系スタートアップ企業成長支援事業 32,550千円

テクスタ宮城の運営を通したスタートアップ支援

若者・女性が魅力を感じる産業の誘致や、働きやすい職場環境整備・住み続けたい地域づくりを支援するととも

に、半導体関連産業をはじめとした成長産業の誘致・育成による質の高い雇用の創出を推進
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Ⅲ 重点項目 人口減少対策

若者・女性に選ばれる宮城 主な新規・拡充事業

コスメ・健康関連産業集積促進事業

女性応援プロジェクト推進事業

県外流出の背景・要因

みやぎ情報発信共創プラットフォーム事業

アプローチ

新

拡

予算額 23,000千円

予算額 80,000千円

予算額 22,000千円

若者への情報発信手法の見直し、若者と県をつなぐコミュニティの形成

⚫ 若者・女性に届く情報発信
「情報発信」をテーマにワークショップを開催し、若者・女性の意見を踏
まえた発信を実施
⚫ (仮称）みやぎファンクラブの創設
官民で連携し、首都圏に転出した若者などとのコミュニティを形成

新

女性活躍に向けた意識啓発、「えるぼし認定」などの取得に向けた企業支援等

⚫ 女性活躍促進のための意識改革
アンコンシャス・バイアスをテーマにした企業と学生のワークショップ開催

⚫ 女性にやさしい職場環境づくり
えるぼし認定の取得に向けたアドバイザー派遣、環境整備への補助等

若者・女性に魅力ある職場
が少ない

性別による役割分担意識
（アンコンシャス・バイアス）

の存在

若者が魅力を感じる産業の
多くは首都圏に集中

・性別による役割意識があり、
地方に閉塞感が存在

・女性活躍ロールモデル不在

情報過多により、若者に
とって必要な情報が埋もれ、
行政からの情報が十分に届い
ていない

若者が求める情報が
届いていない

若者・女性が魅力を感じる産業の集積、イノベーション創出

⚫ 地域資源活用に向けた素材ツアー、商品企画・開発プログラムの実施
コスメ関連企業等とのネットワーク創出による産業クラスター化を目指し、

地域資源とのマッチングをテーマに、商品企画・開発プログラムの実施
⚫ 首都圏企業や県内の学生を対象としたコスメシンポジウムの開催
地域資源活用事例等の発信による、新たなネットワークの創出に向けた機運醸成
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Ⅲ 重点項目 人口減少対策

少子化対策支援市町村交付金 392,933千円

市町村が行う地域の実情に応じた少子化対策の支援
（拡充）子育て支援サービス等の利用者負担軽減事業に活

用できる交付金予算の拡充

若い世代への少子化対策強化事業 56,922千円

ＡＩマッチングシステムによる結婚希望者への支援等

結婚応援パスポート・
子育て支援パスポート普及事業 179,700千円

切れ目のない支援の充実に向けた各種パスポートの普及と
パパママ応援ポイント（1万円/子ども1人につき）の付与

不妊検査費用助成事業 57,500千円

子どもを望む夫婦の不妊検査費用を助成
※１回につき30千円を上限に、市町村の助成事業を補助

不妊治療医療助成事業 150,000千円

先進医療として実施される不妊治療費用の助成
※１回につき50千円を上限に、市町村の助成事業を補助

結婚や妊娠・出産、子育てを望む県民の希望がかない、安心して子どもを産み育てることができるよう、社会全

体で支える環境整備を継続して支援

拡 産後ケアサービス受皿確保支援事業 174,518千円

市町村が実施する産後ケア事業の受け皿確保費用の助成等
（拡充）予約等の管理システムの構築

妊産婦メンタルヘルス対策事業 14,500千円

妊産婦のメンタルヘルス対策に向けたネットワーク形成

授乳室設置促進事業 52,478千円

県産材を活用した置き型授乳室などの設置費用を助成

乳児等通園支援事業 50,000千円

「こども誰でも通園制度」を実施する市町村への助成

男性育休取得奨励金 37,820千円

男性が育児休業を取得する中小企業等への支援

子育てと仕事の両立のための
多様な働き方支援事業 34,500千円

「みやぎ女性のキャリア・リスタート支援センター」の運営

新

拡

新

② 結婚・出産・子育て支援 主な取組（約12.0億円）
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Ⅲ 重点項目 人口減少対策

デジタル人材採用・育成支援事業 42,846千円

県内ＩＴ企業の認知度向上と職種未経験者から高度デジタル
人材までの育成支援
 

保育施設生成ＡＩ活用推進事業 3,300千円

保育施設における生成ＡＩを活用した業務効率化の推進

副業・兼業人材活用支援事業 34,275千円

県内企業と副業・兼業人材のマッチング支援等
（拡充）民間のマッチングプラットフォームの活用

観光人材確保・育成推進事業 60,000千円

宿泊施設と求職者のマッチング支援や、経営力強化・サービ
ス向上のためのセミナーの開催等

農林水産業担い手対策事業 831,166千円

新規就業者支援等の農林水産業の総合的な担い手確保対策
（拡充）外国人材の受入促進、畜産担い手育成の支援

喫緊の課題となっている人手不足に対応するため、各分野における人材確保や生産性向上等の取組を支援すると

ともに、外国人材の受入・定着を支援

新

新

中小企業等デジタル化支援事業 257,000千円

生産性向上等に取り組む中小企業等に対する支援
（拡充）生成ＡＩ活用に向けた取組の支援

現地人材サポート体制構築事業 60,000千円

外国人材の確保等に向けた現地拠点の設置・運営

外国人材活躍推進事業 73,000千円

県内企業への外国人材の受入及び定着の促進
（拡充）住まいの確保に対する支援、県内企業や外国人の

ニーズ調査・分析

外国人定着・地域参画促進事業 59,500千円

デジタル身分証アプリを活用した地域情報の発信等による
定着・地域参画の促進

拡

拡

拡

新

③ 人手不足への対応 主な取組（約14.2億円）
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Ⅲ 重点項目 人口減少対策

ＤＸみやぎ推進事業 287,995千円

デジタル身分証アプリの普及促進

県政情報発信力強化事業 32,000千円

生成ＡＩとデジタル身分証アプリの連携による県政情報の発信

自然災害避難支援アプリ推進事業 31,000千円

自然災害避難支援アプリの運用と普及推進

交通ＤＸ推進事業 29,800千円

民間地図サイトの経路検索サービスにコミュニティバス等の運
行情報を掲載するためのオープンデータ化・多言語化支援

クロスキャンパス・ネットワーク構築事業 42,500千円

(仮称）オンライン教育センターから県立高校への授業配信等
による多様な学習ニーズへの対応

防犯アプリ運用事業 14,227千円

防犯情報等を提供するアプリの運用と普及推進

県民がＤＸ（デジタル・トランスフォーメーション）による生活の利便性向上を実感できるような取組を展開

するとともに、持続可能な行政サービスの提供に向け、業務効率化や市町村支援を推進

庁内ＤＸ人材育成事業 343,930千円

職員のＤＸ知識・スキルの習得支援と業務改革の推進
（拡充）生成ＡＩを活用した業務効率化の推進

市町村ＤＸ推進支援事業 53,910千円

情報システムの標準化支援など市町村のＤＸ推進を支援
（拡充）デジタル専門人材を県で雇用し、市町村へ派遣
 

行政手続ＤＸ推進事業 25,145千円

行政手続オンライン化の推進や電子署名サービス、ＲＰ
Ａ等のデジタル技術活用による業務効率化

電子申請システム運営事業 15,861千円

県民サービス向上・業務効率化に向けた電子申請システ
ムの運用保守

電子収納促進事業 90,772千円

県民生活の利便性向上につながるキャッシュレス決済の
推進

新

新

新

拡

新

拡

④ デジタル技術を活用した県民生活の利便性向上 主な取組（約9.7億円）
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Ⅲ 重点項目 人口減少対策

みやぎ情報発信共創プラットフォーム事業 22,000千円

[再掲]若者への情報発信手法の見直し、若者と県をつなぐコミ
ュニティ（仮称）みやぎファンクラブの創設

農泊地域周遊ビジネスモデル構築事業 8,478千円

農泊地域の周遊ビジネスモデルの構築支援

圏域観光魅力向上推進事業       70,000千円

地方振興事務所が主体となって行う滞在時間延長に向けた観光
コンテンツの造成や二次交通の充実

観光コンテンツ創出等支援事業 70,000千円

市町村観光協会、ＤМОや観光事業者等が行う地域の特色を生
かした観光コンテンツの新規造成や磨き上げ等に対する支援 

新

新

新

農山漁村体験おもてなし支援事業    10,500千円

農山漁村体験ツアーの造成

外国人観光客等周遊促進事業 60,000千円

インバウンドの拡大に向けたバスツアーの造成等

東アジア等誘客促進事業 75,000千円

個人旅行者向けのオンライン旅行商品販売や情報発信に
よる東アジア等からのインバウンド誘客の促進

欧米豪誘客促進事業 146,440千円

現地旅行会社の招請を通じた旅行商品の造成など欧米豪
からのインバウンド誘客の促進

新

新

新

新

⑤ 関係人口・交流人口の拡大 主な取組（約4.6億円）

宮城への関心や愛着を深める取組などにより地域と多様な関わりを持つ関係人口を拡大し、地域課題の解決を推

進するとともに、宿泊税も活用し、インバウンドをはじめとした交流人口の拡大等による地域経済の活性化を支援
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○みやぎ地域復興支援事業 ３９,０００ （76,000） 復興支援・伝承課
コミュニティ支援や心の復興など被災者が安心して生活できる環境

確保を行うＮＰＯ等への助成

○地域コミュニティ再生支援事業 ４７,６５０ （145,000）
復興支援・伝承課

地域コミュニティの再生に向けた活動を行う住民団体への支援

○地域コミュニティ活性化支援事業 ４１,０００ （50,700）
                                                                                復興支援・伝承課

地域のコミュニティ活動に参画する学生団体等への支援

○私立高等学校生徒支援体制整備促進事業 ３０,０００ （30,000）
私学・公益法人課

学校生活に困難を抱えている生徒の居場所の確保などを行う私立高校設置者への
支援

○被災地域福祉移行支援事業 ２５,０００社会福祉課
被災者への相談支援や孤立防止のための見守り活動等への助成

○緊急スクールカウンセラー等派遣事業 ６２７,５３３ （805,913）
教育庁総務課、義務教育課、高校教育課ほか

公立学校等へのスクールカウンセラー派遣等

○被災児童生徒等就学支援事業 ９５,０１３ （171,299）
私学・公益法人課、義務教育課、高校財務・就学支援室

学用品費など被災した児童生徒の就学に向けた支援

○みやぎ子どもの心のケアハウス運営支援事業 １７２,９３２ （184,456）
義務教育課

登校することに不安を抱えている児童生徒の社会的自立等を目的
とした市町村への体制整備支援

○中小企業等復旧・復興支援事業 ７６９,８７２ （250,111） 中小企業支援室
中小企業グループ等の復興事業計画に基づく生産施設等の復旧への助成

○中小企業経営安定資金等貸付金（震災対応分）９,３１８,０００
[１２,０００] （7,640,000） 商工金融課

被災中小企業の資金需要に対応した安定的な資金調達を支援

○緊急雇用創出事業臨時特例基金事業 ２０２,６８６ [７１,０００]
（223,000） 雇用対策課

被災求職者の安定的な雇用の創出等

○輸出基幹品目販路開拓事業 １７,０００ （40,000）
国際ビジネス推進室

処理水海洋放出による禁輸措置への代替市場開拓

○水産物販路開拓事業 ７８,１４９ （107,000） 水産業振興課
県産水産物・水産加工品の国内販路拡大に向けた取組への支援等

○食の安全確保対策事業 ３０８,７６７ （284,776） 林業振興課、畜産課ほか
農林水産物や粗飼料等の放射性物質検査の実施

○東日本大震災被災地情報発信事業 １２,１００ （22,700）
復興支援・伝承課

震災の記憶の風化防止と教訓の伝承に向けた国内外への情報発信

○震災伝承連携促進事業 ７,９７３ （14,473） 復興支援・伝承課
震災の記憶の風化防止と教訓の伝承に向けた活動を行う伝承団体

への支援

○広域防災拠点整備事業 ９４５,９００ （787,500） 都市環境課
宮城野原地区における広域防災拠点整備のための公共補償等

被災地の復興完了に向けたきめ細かなサポート１

単位：千円、[ ]：債務負担行為、( )：前年度当初予算額
Ⅳ 主な事業

新規
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○テック系スタートアップ企業成長支援事業 ３２,５５０ （29,000）
                                                                          新産業振興課

革新的な技術をベースとしたビジネスを展開するテック系
 スタートアップ企業への産学官金の連携による支援

○ＤＸ関連スタートアップ支援事業 １９,８０８ （27,623）
産業デジタル推進課

DX関連スタートアップへの成長支援

○高度電子機械産業集積促進事業 ２１０,７９３ （135,987） 新産業振興課
高度電子機械産業の集積促進に向けた取引拡大等への支援

○放射光施設利用促進事業 ７１,０００ （70,000） 新産業振興課
県内中小企業の次世代放射光施設利活用促進

○企業立地促進奨励金 ２,７９８,０００ （3,974,000） 産業立地推進課ほか
県内に工場等を新増設した企業への奨励金等

○企業誘致活動強化事業 ５１,６３２ （40,000）
                                                                               産業立地推進課ほか

半導体産業等の企業誘致活動の取組強化

○半導体人材育成・産学連携推進事業 ５０,２００ （47,800）
半導体産業振興室

半導体産業振興ビジョンに基づく関連産業の人材育成等に向けた
取組推進

○自動車関連産業カーボンニュートラル化推進事業 ５４,８８８ （49,983）
自動車産業振興室

自動車関連産業における取引拡大に向けたカーボンニュートラル化の推進

○中小企業等デジタル化支援事業 ２５７,０００ （220,000） 中小企業支援室
デジタル技術を活用した生産性向上等に取り組む中小企業等に対する支援

○対宮城県直接投資促進事業 １４,２３６ （14,579） 国際ビジネス推進室
地域の強みを活かした海外企業の誘致活動

○ものづくり海外販路開拓支援事業 ２０,０００ （29,340）
国際ビジネス推進室

海外市場での販路開拓を目指す県内製造業等への支援

○商工団体と連携した訪日外国人向けビジネスチャンス創出事業
１５,３００ （15,300） 商工金融課

訪日外国人を対象とした地域事業者の商機創出に取り組む商工団体への助成

○観光誘客推進事業 １１５,４００ （80,480） 観光戦略課

国内誘客の促進に向けたプロモーション等の実施

○宿泊税市町村交付金 １８５,４８１ 観光戦略課
地域の実情に応じた観光振興を行う市町村への支援

○圏域観光魅力向上推進事業 ７０,０００ 観光戦略課
地方振興事務所と観光事業者等が連携して行う観光コンテンツ

造成等の取組推進

○観光コンテンツ創出等支援事業 ７０,０００ 観光戦略課
観光事業者や観光協会等が行う観光コンテンツ造成等の取組への支援

富県宮城を支える県内産業の持続的な成長促進２

Ⅳ 主な事業
単位：千円、[ ]：債務負担行為、( )：前年度当初予算額

新規

新規

拡充

拡充

拡充

新規

拡充

拡充

拡充

拡充

14



○レンタカーを活用した県内周遊促進事業 ５０,０００ 観光戦略課
観光客の県内周遊促進に向けたレンタカー利用料金の割引支援

○観光地ラストワンマイル対策支援事業 ３０,０００
                                                                                   観光戦略課

観光地におけるレンタサイクル設置等の取組への支援

○外国人観光客等周遊促進事業 ６０,０００ 観光戦略課
バスツアー造成等による外国人観光客等の県内周遊促進

○観光人材確保・育成推進事業 ６０,０００ 観光戦略課
求職者と宿泊施設のマッチングや観光事業者の人材育成による人材確保・定着の

推進

○欧米豪誘客促進事業 １４６,４４０ 観光戦略課
欧米豪からのインバウンド誘客の促進

○東アジア等誘客促進事業 ７５,０００ 観光戦略課
東アジア等からのインバウンド誘客の促進

○農山漁村体験おもてなし支援事業 １０,５００ 農山漁村なりわい課
農山漁村体験ツアー造成による観光地域づくりの取組への支援

○農泊地域周遊ビジネスモデル構築事業 ８,４７８（9,000）
農山漁村なりわい課

持続的な農泊の推進に向けたビジネスモデルの構築

○県産食品海外ビジネスマッチング支援事業 １６,３０２ （16,532）
国際ビジネス推進室

県産食品の輸出拡大に向けた取組への支援

Ⅳ 主な事業

○首都圏等県産品販路拡大支援事業 ９６,５４６ （124,695） 食産業振興課
首都圏等における県産品の販路拡大等に向けた取組への支援

○県産品デジタルマーケティング推進事業 ５０,６７１ （50,671）
食産業振興課

県産品のＥＣ販売及びデジタルマーケティングの推進

○食品製造業経営力強化支援事業 ２７,８７５（27,875） 食産業振興課
食品製造業者を対象とした経営改善支援

○スマート農業普及推進事業 １１５,５３９（106,309）農業振興課
スマート農業の普及に向けた技術導入補助及び営農モデル実証

○米・麦・大豆食農連携支援事業 １３,７４７ （13,747） みやぎ米推進課
生産者と食品製造業者の連携による商品開発や販路拡大等への支援

○みやぎ米レベルアップ事業 １５,０００ みやぎ米推進課
高温対策等の気候変動に対応した水稲栽培の推進

○農業構造転換支援事業 ７３３,３３６ （550,000）
みやぎ米推進課、園芸推進課

農業共同利用施設の再編集約・合理化への支援

○みやぎの園芸振興プロジェクト推進事業 １４５,７７４ （157,617）
園芸推進課

園芸生産の拡大に向けた取組の総合的な推進

○新規園芸作物調査事業 １４,０００ 園芸推進課
気候変動に対応した新規作物の導入可能性調査

単位：千円、[ ]：債務負担行為、( )：前年度当初予算額

新規

新規

拡充

新規

新規

新規

新規

新規

拡充

新規

新規
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○ものづくりカレッジプロジェクト推進事業 ３０,０００ （30,000）
 富県宮城推進室

産学官が一体となったものづくり人材の確保等に向けた取組の推進

○コスメ・健康関連産業集積促進事業 ２３,０００
富県宮城推進室

若者や女性が魅力を感じる産業の集積促進

○中小企業経営安定資金等貸付金 ９９,７１４,０００ [８７０,０００]
（94,348,000） 商工金融課

中小企業の資金需要に対応した安定的な資金調達を支援

○移住・起業・就業支援事業 ２５８,５４８ （282,791）
地域振興課、中小企業支援室、雇用対策課

首都圏からのＵＩＪターンの促進

○ワークエンゲージメント向上支援事業 ４５,０００（25,000）
中小企業支援室

従業員の職場定着の促進等に向けた中小企業者等の取組に対する支援

○高等技術専門校再編整備事業 ３,７４３,０００ [２,１８０,０００]
（5,323,000） 産業人材対策課

富県躍進に向けたものづくり人材の育成を目的とした高等技術
専門校の再編整備

○子育てと仕事の両立のための多様な働き方支援事業
３４,５００ （35,602） 雇用対策課

みやぎ女性のキャリア・リスタート支援センターによる女性の再就職等支援

○ＵＩＪターン学生等就職支援事業 １８,１４３ （18,710） 雇用対策課
ＵＩＪターンを希望する学生への就職支援等による県内企業の人材確保の推進

Ⅳ 主な事業
単位：千円、[ ]：債務負担行為、( )：前年度当初予算額

○施設園芸環境変動対策事業 ８,５２７ 園芸推進課
気候変動に対応した新たな施設園芸の展開・普及推進

○家畜由来堆肥活用促進事業 １６,４７０ （16,980） 畜産課
家畜由来の堆肥活用促進に向けた支援

○漁船等導入支援事業 ９２,０００ （163,000） 水産業振興課
若手漁業者による漁船等のリース導入を支援

○漁船漁業復興推進事業１２６,０００ （210,000） 水産業振興課
新たな操業体制への転換に必要な漁業設備等の導入を支援

○養殖業環境変動緊急対策事業 ２４５,０００（196,000） 水産業基盤整備課
養殖業者に対する資材等導入支援や新規養殖種の導入に向けた調査

○広葉樹流通システム構築事業 ６,７００ （8,000） 林業振興課
広葉樹資源活用推進に向けたビジネスモデルの構築

○みやぎ材海外販路開拓支援事業 ９,５００ 林業振興課
県産木材の輸出拡大に向けた取組への支援

○職員確保緊急プラン推進事業 １０３,４１３ （86,000）
                                                                                            人事課ほか

採用試験の応募者確保や離職防止など職員確保に向けた取組の推進

○デジタル人材採用・育成支援事業 ４２,８４６ （42,846）
産業デジタル推進課

県内ＩＴ企業の認知度向上と職種未経験者から高度デジタル人材までの育成支援

新規

新規

拡充

新規
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○みやぎで就活応援プロジェクト推進事業
７０,２１９（90,245）雇用対策課

採用力向上による県内企業の人材確保の推進

○プロフェッショナル人材戦略拠点運営事業 ７２,６００ （59,800）
雇用対策課

プロフェッショナル人材のＵＩＪターンの促進に向けた戦略拠点の運営

○副業・兼業人材活用支援事業 ３４,２７５ （39,100）
雇用対策課

副業・兼業人材の活用を行う企業のマッチング等への支援

○日本語学校開設・運営支援事業 １５,０００ （12,846） 国際政策課
市町村が開設・運営する日本語学校の取組推進

○現地人材サポート体制構築事業 ６０,０００（60,000） 国際政策課
外国人材の確保等に向けた現地拠点の設置・運営

○外国人材受入体制モデル構築事業 ２５,０００ （25,000） 国際政策課
外国人材の県内定着等に向けた受入環境整備に取り組むモデル地域への支援

○外国人材ジョブフォーラム開催事業 ５４,４００ （55,000） 国際政策課
外国人材の採用に向けた県内でのジョブフォーラム

の開催

○外国人材活躍推進事業 ７３,０００ （59,060） 国際政策課
マッチングや外国人材のキャリアアップ支援等による県内企業の外国人材受入・

定着の推進

○農林水産業担い手対策事業８３１,１６６ （604,665） 農業振興課ほか
新規就業者支援や就労環境整備等の農林水産業の総合的な担い手確保対策

○みやぎ農業次世代育成プロジェクト推進事業 ８,６００
（7,000） 農業振興課

若い世代の新規就農者確保に向けた農業体験等の実施

○みやぎ森林・林業未来創造カレッジ運営事業 １６,１６４ （17,875）
林業振興課

みやぎ森林・林業未来創造カレッジにおける人材育成

○陸上養殖経営体育成事業１０１,１８５ （101,185） 水産業基盤整備課
陸上養殖技術の導入に取り組む事業者への支援

○航空路線誘致対策促進事業６０,０００ （60,000）
空港臨空地域課

仙台空港の新規路線誘致及び既存路線拡充への支援

○仙台空港グローバル・ゲートウェイ機能強化事業 ３２,０００
空港臨空地域課

仙台空港の国際路線拡充に向けたグランドハンドリング人員確保への支援

Ⅳ 主な事業
単位：千円、[ ]：債務負担行為、( )：前年度当初予算額

拡充

拡充

拡充

拡充

拡充

拡充

新規

拡充

拡充
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○小児入院患者付添等環境改善事業 １２,８２０ 医療政策課
小児入院患者の家族の付添い等の環境整備への助成

○妊産婦等生活援助支援事業 ２２,４５０ 子ども・家庭支援課
特定妊婦等に対する生活援助の取組への支援

○産後ケアサービス受皿確保支援事業 １７４,５１８ （153,000）
子育て社会推進課

産後ケアサービスの受入拡充に向けた助成や体制整備

○不妊検査費用助成事業 ５７,５００ （36,500） 子育て社会推進課
不妊を心配する夫婦や子どもを望む夫婦の早期の不妊検査受診に向けた支援

○不妊治療医療助成事業 １５０,０００ （150,000） 子育て社会推進課
不妊治療（先進医療）を希望する夫婦の経済的負担の軽減に向けた

支援

○地域子ども・子育て支援事業 ４,１００,０００ （3,750,000）
子育て社会推進課

放課後児童クラブ等の地域子ども・子育て支援への助成

○若い世代への少子化対策強化事業 ５６,９２２ （55,182） 子育て社会推進課
ＡＩマッチングシステムによる結婚希望者への支援強化

や学生へのライフプラン形成支援

○保育施設生成ＡＩ活用推進事業 ３,３００ 子育て社会推進課
保育施設における生成ＡＩを活用した業務効率化の推進

○少子化対策支援市町村交付金 ３９２,９３３ （317,000） 子育て社会推進課
地域の実情に応じた少子化対策を行う市町村への総合的な支援

○結婚応援パスポート・子育て支援パスポート普及事業
１７９,７００ （117,600） 子育て社会推進課

結婚、妊娠・出産、子育ての切れ目ない支援の充実に向けた
応援パスポートの普及推進とパパママ応援ポイントの付与

○授乳室設置促進事業 ５２,４７８ （52,418） 子育て社会推進課
県産木材を活用した置き型授乳室などの設置促進に向けた支援

○妊産婦メンタルヘルス対策事業 １４,５００ 子育て社会推進課
妊産婦のメンタルヘルス対策の推進

○こども・若者意見反映推進事業 ３,５００ 子育て社会推進課
こども・若者の意見を政策に反映させるための取組の推進

○乳児等通園支援事業 ５０,０００ 子育て社会推進課
「こども誰でも通園制度」を実施する市町村への助成

○男性育休取得奨励金 ３７,８２０ （21,000） 雇用対策課
男性従業員が育児休業を取得する中小企業等への奨励金

○プロスポーツチームと連携したスポーツ機会拡大事業
１３,２４３ （13,609） スポーツ振興課

ひとり親世帯の子どもや保護者等に向けたスポーツに親しむ機会
   の提供

社会全体で支える宮城の子ども・子育て３

Ⅳ 主な事業
単位：千円、[ ]：債務負担行為、( )：前年度当初予算額
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Ⅳ 主な事業
単位：千円、[ ]：債務負担行為、( )：前年度当初予算額

○児童虐待対策事業１７３,３６９ （154,636） 子ども・家庭支援課
児童虐待の未然防止と早期発見に向けた体制整備の推進

○児童相談所業務支援システム運営事業 １５,１００ 子ども・家庭支援課
面談時の記録作成やリアルタイムでの情報共有など児童相談所業務の効率化

○児童養護施設整備支援事業 １１５,０６４ （279,062） 子ども・家庭支援課
児童養護施設整備への助成

○子どもの貧困対策推進事業 ２２,９００ （18,586） 子ども・家庭支援課
子どもの貧困対策に取り組む市町村や団体への助成

○ヤングケアラー支援体制強化事業 １２,０００ （12,840）
子ども・家庭支援課

早期発見や対応力の向上、相談支援を通じたヤングケアラーへの支援体制強化

○コミュニティ・スクール推進事業 １６,７２５ （16,579）
義務教育課、高校教育課、特別支援教育課

学校運営協議会の設置推進による学校・家庭・地域の連携・協働体制の構築

○部活動地域展開推進事業 １００,６６１ （40,482）
スポーツ振興課、保健体育安全課、生涯学習課

部活動の段階的な地域展開に向けた地域スポーツ・文化環境の
整備

○学力向上推進事業 ３８,８０８ （34,024） 義務教育課、高校教育課
モデル小学校の算数教育の改善や高校における理数・英語教育の

充実等

○みやぎネクストフロンティアハイスクール推進事業 ８,０００ 高校教育課
科学的・学術的探究学習等による主体的に学ぶ能力の育成と進路目標達成への支援

新規

○私立学校助成金 ９,３２７,０４４ （9,681,327） 私学・公益法人課
私立学校に対する運営費や保護者の負担軽減を図る授業料軽減への助成等

○私立高等学校等就学支援金 １１,２９８,９６９ （5,268,988）
私学・公益法人課

教育費負担への支援を通じた私立高校等生徒が安心して教育を受けることができる
環境の確保

○スクールサポートスタッフ配置支援事業 １８０,６７０
（163,600） 教職員課

教員の負担軽減を図るスクールサポートスタッフの雇用に対する
支援

○児童生徒支援体制整備推進事業 ３０６,３７０ （291,004）
教育庁総務課、義務教育課、高校教育課、特別支援教育課

窓口の一元化による教育相談体制の強化、スクールカウンセラー派遣などを通じた
支援体制の強化

○校内教育支援センター支援事業 ４２,６１０ （44,050） 義務教育課
専任教員配置や学びの環境サポート支援員の派遣など登校することに不安を抱える

児童生徒の学習支援と自立支援

○クロスキャンパス・ネットワーク構築事業４２,５００
高校教育課

（仮称）オンライン教育センターの設置による小規模校等にお
ける学びの質の確保及び多様な学習ニーズへの対応

○高校教育改革推進事業 １６９,１００高校教育課
産業イノベーション人材の育成に向けた高校教育改革を先導する拠点の創出

○公立高等学校等就学支援金 ４,１８０,４７８ （3,567,797）
高校財務・就学支援室

公立高校等の授業料相当額の無償化を通じた教育費負担への支援

新規

拡充

拡充

新規

拡充

拡充

拡充

新規

拡充
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○県立学校施設整備事業 １２,３７７,１３８ [１０,３８５,０００] 
（12,018,056） 施設整備課

大崎創成高等学校の新築や聴覚支援学校の校舎改築等の推進

○学校給食費支援事業 ５,８９２,０００保健体育安全課
学校給食費の抜本的負担軽減のための小学校段階の給食食材費への支援

○部活動指導員配置促進事業 ７８,０８０ （68,407）
保健体育安全課、生涯学習課

中学校及び高等学校への部活動指導員の配置

Ⅳ 主な事業
単位：千円、[ ]：債務負担行為、( )：前年度当初予算額

拡充

新規
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○移住・定住推進体制強化事業 ５５,３２５ （54,802）
地域振興課

みやぎ移住サポートセンターの運営など県内への移住・定住
の推進

○人口減少・少子化等地域対策強化事業 ２０,０００ （20,000） 地域振興課
各圏域の実情を踏まえた若者の流出防止・定着や移住定住に向けた支援等の推進

○みやぎ情報発信共創プラットフォーム事業 ２２,０００地域振興課
若者への情報発信手法の見直し、若者と県をつなぐコミュニティ（仮称）みやぎ

ファンクラブの創設

○動物愛護推進事業 １８,６００ （24,600）
                           食と暮らしの安全推進課

ミルクボランティア制度など犬猫の殺処分低減を通じた動物との
共生社会の推進

○女性応援プロジェクト推進事業 ８０,０００ （27,390）
                                                                          共同参画社会推進課

女性活躍に向けた若年女性層の就職・定着の推進

○ひきこもり支援推進事業 ２６,４２０ （38,579） 精神保健推進室
関係機関と連携した支援体制の構築や居場所支援などの取組推進

○障害者雇用推進事業 ３８,７４４ （39,779） 雇用対策課
県内企業に雇用を働きかけることによる障害者雇用率の向上の推進

○外国人定着・地域参画促進事業 ５９,５００ 国際政策課
デジタル身分証アプリを活用した定着・地域参画の促進

○森・海の魅力を活かした若者定着促進事業 ６,５００ 水産林業政策室
県内の大学生等を対象とした海・山の魅力を活かした体験・交流

ワークショップの実施

○水産加工業女性活躍推進事業 ７,２８０ （7,280）
水産業振興課

水産加工業において女性が多分野にわたり活躍できる職場づくり
への支援

○外国人児童生徒受入拡大対応事業 ６,０００ （6,000） 義務教育課
アドバイザーやサポーターの派遣など増加傾向にある外国人児童生徒の教育環境の

充実

○スポーツ人材等確保対策事業 ７,０００（7,000） スポーツ振興課
競技経験者の県内就職に向けた支援

○宮城県立劇場整備事業 ６,５７０,８８０ （1,710,400）
消費生活・文化課

県有施設の再編に向けた基本構想に基づく複合施設の建設

○多賀城政庁復元検討事業 ２１,０００ （1,000） 文化財課
多賀城の歴史的価値の発信や地域資源としての活用に向けた

政庁復元のあり方等の検討

○救急搬送情報共有システム機能強化事業 ４６,１３４ 医療政策課

仙台及び仙南医療圏における救急搬送の効率化に向けたシステムの機能強化

○救急電話相談事業 ４１,４２３ （41,122） 医療政策課
救急医療の適正利用のための相談電話の開設

誰もが安心していきいきと暮らせる地域社会づくり４

Ⅳ 主な事業
単位：千円、[ ]：債務負担行為、( )：前年度当初予算額
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○病床機能再編支援事業 １５９,１４４ （14,592） 医療政策課
地域医療構想の実現に向けた病床機能の再編を行う医療機関への支援

○地域医療介護総合確保基金積立金（医療分） １３,２７１,５７４
（6,829,225） 医療政策課

地域医療構想の達成に向けた施設整備等に必要な事業を実施するための基金積立

○仙台医療圏病院再編事業 ２８５,１２４ （75,295） 県立病院再編室
仙台赤十字病院と県立がんセンターの統合による新病院の整備に向けた支援

○精神医療センター建替検討事業 ２２,０００ （15,400） 県立病院再編室
精神医療センターの建替に向けた検討

○女性医師就労支援事業 ２８,９４９ （39,572） 医療人材対策室
働きやすい職場環境の整備や就労環境の改善、離職防止等に向けた支援

○医療機関勤務環境改善事業 ２９２,００２ （272,643） 医療人材対策室
医師の勤務環境の改善に向けた取組を実施する医療機関への支援等

○介護テクノロジー導入支援事業 ４１３,３１０（384,313）
長寿社会政策課、障害福祉課

介護職員の労働環境改善のためのＩＣＴ機器導入への支援

○地域包括ケア総合推進・支援事業 ３０,１０７ （30,112）
長寿社会政策課

フレイルや介護の予防など効果的な自立支援・重度化防止の
取組推進

○介護人材確保対策緊急アクションプラン推進事業 １０７,２９０
（116,200） 長寿社会政策課

介護人材確保への支援、介護体験授業等の実施

Ⅳ 主な事業

○特別養護老人ホーム建設等支援事業 ７８３,４００ （982,300）
長寿社会政策課

広域型特別養護老人ホームの創設や増改築、大規模改修への助成等

○がん診療機能強化事業（県指定） ２５,８００ （25,800） 健康推進課
がん医療レベル向上のための県独自指定病院への支援

○スマートみやぎプロジェクト推進事業 １８,０６１ （15,806）
健康推進課

健康づくりを実践できる社会環境の整備や歩数計測アプリを活用した
健康促進

○障害者差別のない共生社会推進事業 １３,０００ （13,000） 障害福祉課
障害を理由とする差別を解消し障害の有無に関わらず共生する社会づくりの推進

○働く障害者のための官民応援共生社会推進事業
８,２００ （8,200） 障害福祉課

県内企業等との応援体制構築による障害者の経済的自立と社会参加
による共生社会づくり

○医療的ケア等体制整備推進事業 ４５,６９８ （45,699） 精神保健推進室
医療的ケア児等相談支援センターの運営、地域で支援を受けられる体制の構築

○医療的ケア児支援モデル事業 ８,４７９ （1,579） 特別支援教育課
医療的ケア児の通学や宿泊学習時における看護師の付添支援

○発達障害児者総合支援事業 １１０,９８７ （128,906） 精神保健推進室
発達障害児者及び家族がライフステージに応じて地域で支援を受けられる体制の

構築

○精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築推進事業
１６４,０００ （101,500） 精神保健推進室

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築や体制整備等

単位：千円、[ ]：債務負担行為、( )：前年度当初予算額

拡充

拡充

拡充

拡充
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○安全・安心まちづくり推進事業 ４１,８７２ （43,100） 共同参画社会推進課
性暴力被害相談支援センター宮城の運営や犯罪被害者等見舞金の給付等

○警察署建設事業 ４９９,９６２ （1,935,959） 警察本部
岩沼警察署の新庁舎建設

○特殊詐欺被害防止対策事業 １０,４００ （16,213）
警察本部

特殊詐欺電話撃退装置の購入助成などによる特殊詐欺被害の
未然防止対策

○防犯アプリ運用事業 １４,２２７警察本部
防犯情報等を提供するアプリの運用と普及推進

○サイバー犯罪対策推進事業 ４６,７８９ （44,177） 警察本部
サイバー人材の知識の高度化や解析機器の整備などサイバー犯罪対策の推進

Ⅳ 主な事業
単位：千円、[ ]：債務負担行為、( )：前年度当初予算額

新規
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○２０５０ゼロカーボン推進事業 ２９,９２０ （42,367）
環境政策課

２０５０年二酸化炭素排出実質ゼロに向けた地球温暖化対策の推進

○自家消費型太陽光発電設備導入支援事業 ２６３,８７０ （184,333）
環境政策課

屋根や敷地等に大規模な自家消費型太陽光発電設備を導入する事業者への支援

○みやぎ二酸化炭素排出削減支援事業 ２７７,０００ （349,000） 環境政策課
脱炭素社会の形成に向けた二酸化炭素排出削減に取り組む事業者への支援

○県有施設脱炭素化推進事業 １８７,５００ （267,000） 環境政策課
民間事業者が提供するサービス（ＰＰＡ等）を活用した県有施設への太陽光発電

導入等

○太陽光発電を活用した先進的モデル等導入促進事業 ２５,０００
（30,000） 環境政策課

新規技術の活用等新たな太陽光発電モデル導入への支援

○スマートエネルギー住宅普及促進事業 ３８３,０００
                                                            （433,000） 環境政策課

みやぎゼロエネルギー住宅の普及促進など家庭部門の脱炭素化の
推進

○水素エネルギー利活用推進事業 ９０,９０８ （151,728） 次世代エネルギー室
燃料電池自動車の導入助成など水素エネルギーの利活用促進

○再生可能エネルギー地域共生推進事業 ７,４００ （7,400）

次世代エネルギー室
地域と共生した再エネ事業の推進に向けた理解の促進等

○水上設置型太陽光発電設備導入支援事業 [８２０,０００] 農村振興課
農業用ため池を活用した水上設置型太陽光発電設備を導入する事業者への支援

○湿地環境保全・利活用事業 ７９,６４１ （75,304） 自然保護課
伊豆沼・内沼の生物多様性の回復と魅力の発信に向けた取組推進

○野生鳥獣保護管理対策事業 ６３６,７２７ （405,357） 自然保護課
ニホンジカ・イノシシ等の個体数調整など保護管理

の推進

○野生鳥獣被害防止対策事業 ５７７,９８４ （23,205）

自然保護課、農山漁村なりわい課
ツキノワグマによる被害防止対策

○鳥獣害防止対策事業 ４９２,０２８ （475,581） 農山漁村なりわい課
市町村が取り組む鳥獣害防止対策への助成等

○針広混交林化推進事業（特別会計） １８,０００ 森林整備課
県有林の針広混交林化による野生鳥獣の生息環境整備の推進

○自然災害避難支援アプリ推進事業 ３１,０００ （33,800）
復興・危機管理総務課

自然災害避難支援アプリの運用と普及推進

○地域レジリエンス強化事業 １８,８００ （23,770） 復興支援・伝承課
水災・地震保険等を活用した自助の取組の促進、災害ケース

マネジメントの推進

強靭で自然と調和した県土づくり５

Ⅳ 主な事業
単位：千円、[ ]：債務負担行為、( )：前年度当初予算額

拡充

拡充

拡充

拡充

新規

拡充

新規

24



○地域防災リーダー育成等推進事業 ２１,４６７ （23,485）
防災推進課

地域や企業の防災活動を担う中心的人材の育成

○災害時物資供給体制強化事業 ８,０００防災推進課
ドローンの活用による孤立集落への物資支援体制の構築

○緊急消防援助隊全国合同訓練開催事業 １０,７００ （4,060）
消防課

緊急消防援助隊全国合同訓練の開催

○仮設調剤室導入支援事業 ３,１５７ 薬務課
災害時に使用する仮設調剤室導入への支援

○海岸保全施設整備事業 ７０２,０００ [１,０００,０００] （2,710,000）
漁港整備推進室

海岸防潮堤の整備

○地域建設産業災害対応力強化支援事業 ３０,０００
（30,000） 事業管理課

災害時における地域建設産業の対応力強化に向けた支援

○学校安全防災推進事業 １１,０８２ （11,074） 保健体育安全課
地域と連携した学校防災体制の構築や防災ジュニアリーダーの

養成、安全教育の推進

○県民参加型インフラ維持管理システム運用事業 ２,６４０
                                                                   （2,640） 土木総務課

デジタル身分証アプリを活用したインフラ異常通報システムの運用

Ⅳ 主な事業
単位：千円、[ ]：債務負担行為、( )：前年度当初予算額

新規

新規

○上工下水一体官民連携運営事業（企業会計） ３７,１８９
（37,222） 水道経営課

広域水道・工業用水道・流域下水道の３事業一体としたみやぎ型
管理運営方式の実施

○みやぎ県北広域汚泥肥料化事業（企業会計） ５０,０００
                                                             [１２,０４０,０００] 水道経営課

下水道汚泥肥料化施設の整備

新規
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○電子申請システム運営事業 １５,８６１（15,133） デジタルみやぎ推進課
オンライン決済機能等を追加した電子申請システムの運営

○市町村ＤＸ推進支援事業 ５３,９１０ （9,500） デジタルみやぎ推進課
情報システムの標準化への支援など市町村のＤＸの推進支援

○電子収納促進事業 ９０,７７２（78,389） 出納総務課、警察本部
県民生活の利便性向上につながるキャッシュレス決済の推進

○ＤＸみやぎ推進事業 ２８７,９９５ （180,700） デジタルみやぎ推進課
デジタル身分証アプリの普及促進

○行政手続ＤＸ推進事業 ２５,１４５ （13,300） デジタルみやぎ推進課
行政手続オンライン化の推進やデジタルツールを活用した業務効率化の推進

○庁内ＤＸ人材育成事業 ３４３,９３０ （12,197）
人事課、行政経営企画課、デジタルみやぎ推進課

全ての職員のＤＸへの参画及び業務変革への意識醸成とデジタル
リテラシーの向上推進

○県政情報発信力強化事業 ３２,０００ デジタルみやぎ推進課
生成ＡＩを活用した県政情報の発信力強化

○交通ＤＸ推進事業 ２９,８００ 地域交通政策課
路線バス検索用多言語運行情報の作成支援

デジタル技術の活用６

Ⅳ 主な事業
単位：千円、[ ]：債務負担行為、( )：前年度当初予算額

○保安林台帳デジタル化推進事業 ３５,７００ （39,000） 森林整備課
森林情報の一元化による保安林業務効率化の推進

○採点業務デジタル化推進事業 ７,３０９ （9,358） 高校教育課
デジタル採点システムの導入による県立高校定期考査や入試業務の効率化の推進

○図書館電子書籍サービス導入事業 ４０,０００ 生涯学習課
県図書館への電子書籍サービスの導入

拡充

新規

新規

拡充

新規
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Ⅴ 歳入の状況（一般会計）

○ 県税は （対前年度比 ＋９０億円（＋２.７％））３,４４６億円

県税１

• 県税は、３,４４６億円を計上し、対前年度比９０億円の増。県税の歳入全体に占める割合は３１.４％。

• 個人県民税は、賃上げが進んでいることなどを背景に、６６３億円を計上し、対前年度比４８億円の増。

• 法人県民税及び法人事業税の法人二税は、景気が堅調に推移していることなどを背景に、１,０７９億円を計上し、対前年度比７６億円の増。

• 地方消費税は、物価上昇や経済動向を勘案し、９７０億円を計上し、対前年度比７０億円の増。

• 軽油引取税は、暫定税率廃止の影響により、対前年度比１１０億円の減となる１１２億円を計上するとともに、自動車税は、環境性能割が令和７

年度末で廃止されることにより、対前年度比３５億円減の３１３億円を計上。

(単位：百万円)

項 目
令和７年度
当初予算額

令和８年度
当初予算額

増減額 増減率

A B C=B-A C/A

個 人 県 民 税 61,462 66,260 4,798 7.8%

法 人 二 税 100,290 107,865 7,575 7.6%

地 方 消 費 税 90,052 97,025 6,973 7.7%

軽 油 引 取 税 22,153 11,196 ▲10,957 ▲49.5% 

自 動 車 税 34,823 31,290 ▲3,533 ▲10.1% 

そ の 他 の 税 26,820 30,964 4,144 15.5%

合　　　　計 335,600 344,600 9,000 2.7%
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Ⅴ 歳入の状況（一般会計）

○ 地方譲与税は （対前年度比 ＋４８億円（＋９.８％））５４１億円

地方譲与税３

• 地方譲与税は、５４１億円を計上し、対前年度比４８億円の増。地方譲与税の歳入全体に占める割合は４.９％。

• 特別法人事業譲与税は、国の地方財政対策における伸び率などを踏まえて５１９億円を計上し、対前年度比５１億円の増。

(単位：百万円)

項 目
令和７年度
当初予算額

令和８年度
当初予算額

増減額 増減率

A B C=B-A C/A

特別法人事業譲与税 46,854 51,937 5,083 10.8%

その他の地方譲与税 2,481 2,212 ▲269 ▲10.8% 

合　　　　　　　　　計 49,335 54,149 4,814 9.8%

地方消費税清算金２

• 地方消費税清算金は、令和７年度の実績見込み等を踏まえ、１,３９３億円を計上し、対前年度比１２３億円の増。地方消費税清算金の歳入全体

に占める割合は１２.７％。
(単位：百万円)

項 目
令和７年度
当初予算額

令和８年度
当初予算額

増減額 増減率

A B C=B-A C/A

地 方 消 費 税 清 算 金 127,092 139,344 12,252 9.6%

○ 地方消費税清算金は （対前年度比 ＋１２３億円（＋９.６％））１,３９３億円
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• 地方交付税は、１,７４３億円を計上し、対前年度比１５１億円の増。地方交付税の歳入全体に占める割合は１５.９％。

• 普通交付税は、いわゆる教育無償化への対応といった国の地方財政対策などを踏まえ、１,７１４億円を計上し、対前年度比１５４億円の増。

• 震災復興特別交付税は、現時点で見込まれる財政需要に応じて、９億円を計上し、対前年度比３億円の減。

Ⅴ 歳入の状況（一般会計）

○ 地方交付税は （対前年度比 ＋１５１億円（＋９.５％））１,７４３億円

地方交付税５

(単位：百万円)

項 目
令和７年度
当初予算額

令和８年度
当初予算額

増減額 増減率

A B C=B-A C/A

普 通 交 付 税 156,000 171,400 15,400 9.9%

特 別 交 付 税 2,000 2,000 0 0.0%

震 災 復 興 特 別 交 付 税 1,200 900 ▲300 ▲25.0% 

合　　　　　　　　　　計 159,200 174,300 15,100 9.5%
29

地方特例交付金４

• 地方特例交付金は、暫定税率（軽油引取税、地方揮発油譲与税）、自動車税環境性能割廃止に伴う減収について、全額補填されることとされた

ため、１０９億円を計上し、対前年度比９８億円の増。
(単位：百万円)

項 目
令和７年度
当初予算額

令和８年度
当初予算額

増減額 増減率

A B C=B-A C/A

地 方 特 例 交 付 金 1,079 10,920 9,841 912.0%

○ 地方特例交付金は （対前年度比 ＋９８億円（＋９１２.０％））１０９億円



Ⅴ 歳入の状況（一般会計）

○ 県債は （対前年度比 ▲０.８億円（▲０.１％））７００億円

県債６

• 県債は、７００億円を計上し、対前年度比０.８億円の減。県債の歳入全体に占める割合は６.４％。

• 普通債は、道路や河川の改良などに充当する公共事業等債や大崎創成高等学校の再編整備などに充当する公共施設等適正管理推進事業債

を計上したことなどにより、５７０億円を計上し、対前年度比１４億円の増。

• その他は、国直轄事業負担金の事業の進捗により、１１５億円を計上し、対前年度比１６億円の減。

• 臨時財政対策債は、前年度に引き続き計上なし。

(単位：百万円)

令和７年度
当初予算額

令和８年度
当初予算額

増減額 増減率

A B C=B-A C/A

55,534 56,980 1,446 2.6%

1,460 1,524 64 4.4%

13,095 11,502 ▲1,593 ▲12.2% 

うち臨時財政対策債 0 0 0 － 

うち行政改革推進債 4,751 4,987 236 5.0%

70,088 70,005 ▲83 ▲0.1% 

項 目

普 通 債

そ の 他

合計

災 害 復 旧 債
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• 国庫支出金について、いわゆる教育無償化への対応などにより、１,０５２億円を計上し、対前年度比１１１億円の増。国庫支出金の歳入全体に

占める割合は９.６％。

• 諸収入は、中小企業経営安定資金等貸付金元金収入の増などにより、１,２５１億円を計上し、対前年度比３９億円の増。諸収入の歳入全体に

占める割合は１１.４％。

• 繰入金は、退職手当基金からの繰入などにより、５４０億円を計上し、対前年度比２９億円の増。繰入金の歳入全体に占める割合は４.９％。また、

財源不足を補うため、財政調整基金から１２０億円を取崩し。これにより令和８年度末の財政調整関係基金残高（※）は２３１億円。

Ⅴ 歳入の状況（一般会計）

○ 国庫支出金は （対前年度比 ＋１１１億円（＋１１.７％） ）１,０５２億円

国庫支出金・諸収入・繰入金７

○ 諸収入は （対前年度比 ＋３９億円（ ＋３.２％） ）１,２５１億円

○ 繰入金は （対前年度比 ＋２９億円（ ＋５.７％） ）５４０億円

(単位：百万円)

令和７年度
当初予算額

令和８年度
当初予算額

増減額 増減率

A B C=B-A C/A

94,166 105,226 11,060 11.7%

121,221 125,119 3,898 3.2%

51,127 54,023 2,896 5.7%

うち財政調整基金 12,000 12,000 0 0.0%

国 庫 支 出 金

繰 入 金

諸 収 入

項 目

※財政調整基金と県債管理基金（一般分）の合計、令和７年度２月補正予算（第６号）見込額まで反映
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• 義務的経費は、３,９５８億円を計上し、対前年度比２８６億円の増。義務的経費の歳出全体に占める割合は３６.０％。

• 人件費は、職員の定年引上げに伴い必要となる退職手当を予算化したことなどを踏まえ、２,２７３億円を計上し、対前年度比１９４億円の増。

• 扶助費は、介護分野の職員の処遇改善に伴う障害者福祉サービス負担金の増加などにより、５９５億円を計上し、対前年度比４７億円の増。

• 公債費は、償還計画に基づく元金償還金の増などを踏まえ、１,０９０億円を計上し、対前年度比４６億円の増。

Ⅵ 歳出の状況（一般会計）

○ 義務的経費は （対前年度比 ＋２８６億円（＋7.8％））３,９５８億円

義務的経費１

(単位：百万円)

令和７年度
当初予算額

令和８年度
当初予算額

増減額 増減率

A B C=B-A C/A

367,189 395,787 28,598 7.8%

人 件 費 207,894 227,268 19,374 9.3%

扶 助 費 54,826 59,488 4,662 8.5%

公 債 費 104,468 109,030 4,562 4.4%

義 務 的 経 費

項 目
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Ⅵ 歳出の状況（一般会計）

投資的経費２

• 投資的経費は、１,１９０億円を計上し、対前年度比８０億円の減。投資的経費の歳出全体に占める割合は１０.８％。

• 普通建設事業費は、道路や河川などの公共事業費を計上したほか、宮城県立劇場の整備や大崎創成高等学校の再編整備に要する経費など

を予算化したことなどにより、１,１４５億円を計上し、対前年度比７２億円の減。

• 災害復旧事業費は、４６億円を計上し、対前年度比８億円の減。

○ 投資的経費は （対前年度比 ▲８０億円（▲６.３％） ）１,１９０億円

(単位：百万円)

令和７年度
当初予算額

令和８年度
当初予算額

増減額 増減率

A B C=B-A C/A

127,046 119,017 ▲8,030 ▲6.3% 

121,643 114,453 ▲7,190 ▲5.9% 

補 助 事 業 49,795 45,465 ▲4,330 ▲8.7% 

単 独 事 業 62,955 61,290 ▲1,666 ▲2.6% 

受 託 事 業 601 368 ▲232 ▲38.7% 

国 直 轄 事 業 8,292 7,330 ▲962 ▲11.6% 

5,403 4,563 ▲839 ▲15.5% 

補 助 事 業 4,153 4,324 172 4.1%

単 独 事 業 250 239 ▲11 ▲4.4% 

国 直 轄 事 業 1,000 0 ▲1,000 皆減 

投 資 的 経 費

普 通 建 設 事 業 費

災 害 復 旧 事 業 費

項 目
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Ⅵ 歳出の状況（一般会計）

○ 補助費等は （対前年度比 ＋１８４億円（＋５.６％） ）３,４７４億円

その他の経費３

• 補助費等は、いわゆる教育無償化への対応として、学校給食費負担軽減や私立高等学校等就学支援金に要する経費が増加することなどによ

り、３,４７４億円を計上し、対前年度比１８４億円の増。補助費等の歳出全体に占める割合は３１.７％。

• 貸付金は、中小企業経営安定資金等貸付金の所要額を精査したことなどを踏まえ、１,２０２億円を計上し、対前年度比９５億円の増。貸付金の

歳出全体に占める割合は１１.０％。

○ 貸付金は （対前年度比 ＋ ９５億円（＋８.６％） ）１,２０２億円

(単位：百万円)

項 目
令和７年度
当初予算額

令和８年度
当初予算額

増減額 増減率

A B C=B-A C/A

補 助 費 等 329,051 347,440 18,389 5.6%

貸 付 金 110,688 120,168 9,480 8.6%
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Ⅶ みやぎ財政運営戦略（第４期）の取組状況

• 財源不足を解消するため、みやぎ財政運営戦略（第４期）（令和７年２月

策定。対象年度：令和７年度～令和９年度）に基づき、歳入歳出両面にわた

る取組を着実に実施。

• 令和８年度は、予算削減率の設定は行わない一方、必要性や優先度が

高い事業への重点化などによる通常事業の徹底的な見直しを行うなど、

更なる財源確保対策を継続。

• 上記の対策を講じてもなお生じる財源不足については、財政調整基金

の取崩しで対応。

• 当初予算編成においては、適切に県債を活用し事業を推進する一方、

特例的な県債の発行抑制により、県債残高（臨時財政対策債を除く）

が標準財政規模の２倍を超えないように適正管理。

• 歳入歳出両面にわたる取組の着実な推進と決算剰余金や年度末の

執行残額を活用し、標準財政規模の１０％程度を目標に財政調整関

係基金残高の確保に努める。

（単位：億円）

行政運営のデジタル化と職員の働き方改革の推進 3
Web会議の導入等１億円

生成AIの導入２億円

計 50

県有資産の活用 16
未利用地の売却・貸付１億円

特別会計等の資金活用１５億円

予算削減率設定の継続と予算の質向上 21
外部委託の推進３億円

事業の見直し１５億円

安定した歳入基盤の確立 10
県税収入などの未収金の縮減１億円

ふるさと納税のさらなる活用７億円

【令和８年度財源確保対策】

取　　組 効果額 主　　な　　内　　容

（単位：百万円，％）

※当初予算編成時点における普通会計ベース

区　　分 令和７年度 令和８年度

県債残高 1,379,272 1,345,087

県債残高（臨時財政対策債以外の残高） 904,442 911,579

標準財政規模比 179.0 180.4

（単位：百万円）

取崩額 積立額 取崩額 積立額

年 間 見 込
b

年 間 見 込
c

当 初 予 算
e

当 初 予 算
f

21,204 6,749 808 15,263 12,000 16

19,763 42 19,805 42

40,967 6,749 850 35,068 12,000 58 23,126

令和8年度末
残高見込
g=d-e+f

令和8年度

3,279

19,847

財政調整基金

財政調整
関係基金

県債管理基金
（一般分）

区　　　　　分
令和6年度末
現在高

a

令和7年度

令和7年度末
残高見込
d=a-b+c

財源確保対策１ 県債残高２

財政調整関係基金残高３
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Ⅷ 計数資料
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Ⅷ 計数資料
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Ⅷ 計数資料
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Ⅷ 計数資料
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Ⅷ 計数資料
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１ 予算議案（15件）

番号 名称

1 令和８年度宮城県一般会計予算

2 令和８年度宮城県公債費特別会計予算

3 令和８年度宮城県母子父子寡婦福祉資金特別会計予算

4 令和８年度宮城県国民健康保険特別会計予算

5 令和８年度宮城県中小企業高度化資金特別会計予算

6 令和８年度宮城県農業改良資金特別会計予算

7 令和８年度宮城県沿岸漁業改善資金特別会計予算

8 令和８年度宮城県林業・木材産業改善資金特別会計予算

9 令和８年度宮城県県有林特別会計予算

10 令和８年度宮城県土地取得特別会計予算

11 令和８年度宮城県港湾整備事業特別会計予算

12 令和８年度宮城県水道用水供給事業会計予算

13 令和８年度宮城県工業用水道事業会計予算

14 令和８年度宮城県地域整備事業会計予算

15 令和８年度宮城県流域下水道事業会計予算

Ⅸ 提出予定議案一覧

41



２ 予算外議案（43件）

（１） 条例議案（28件）

番号 名称 概要

16 地域未来基金条例

県民が潤いのある豊かな生活を安心して営むことができ、持続的に発展する地域社会
の形成に向けた地方創生に関する施策を推進するため、地域未来基金を設置しようと
するもの

施行 令和８年４月１日
所管 総合政策課

基金の設置目的・管理・処分等

17 宮城県立劇場条例

宮城県立劇場の設置及び管理に関し必要な事項を定めようとするもの

施行 規則で定める日等
所管 消費生活・文化課

１ 施設の名称等
(1） 名称 宮城県立劇場 （県立劇場及びみやぎNPOプラザ）
(2) 所在地 仙台市宮城野区宮城野二丁目301-1
２ 規模 延床面積 31,996㎡
３ 業務

(1) 文化芸術の鑑賞、発表等を行う場の提供等
(2)   民間非営利活動に係る情報の収集及び提供等

18 職員定数条例の一部を改正する条例

職員の定数を改定しようとするもの

施行 令和８年４月１日
所管 人事課

１ 人事委員会事務局職員定数の改定
２ 学校職員及び県費負担教職員定数の改定

Ⅸ 提出予定議案一覧
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番号 名称 概要

19
会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条
例の一部を改正する条例

在宅勤務等手当を支給するため、所要の改正を行おうとするもの

施行 令和８年４月１日
所管 人事課

会計年度任用職員に対して在宅勤務等手当を支給するための規定の整備

20
県議会等に出頭した関係人等に対する実費弁償に
関する条例の一部を改正する条例

職員等の旅費に関する条例の改正に伴い、所要の改正を行おうとするもの

施行 令和８年４月１日
所管 人事課

実費弁償の額に関する規定の整理

21
職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する
条例

子育て部分休暇の新設に伴い、所要の改正を行おうとするもの

施行 令和８年４月１日
所管 人事課

部分休業の承認に関する規定の整理

22
職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改
正する条例

休暇の種類等について、所要の改正を行おうとするもの

施行 令和８年４月１日等
所管 人事課

１ 子育て部分休暇の新設
２ 育児又は介護を行う職員の早出遅出勤務に関する規定の整理

Ⅸ 提出予定議案一覧

43



番号 名称 概要

23
職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正す
る条例

職員の特殊勤務手当の額を改定するため、所要の改正を行おうとするもの

施行 令和８年４月１日
所管 人事課

教員特殊業務手当の支給額の引上げ

24 公文書館条例の一部を改正する条例

公文書の管理に関する条例の制定に伴い、所要の改正を行おうとするもの

施行 令和８年４月１日
所管 県政情報・文書課

規定の整理

25 宮城県公告式条例の一部を改正する条例

地方自治法の改正に伴い、所要の改正を行おうとするもの

施行 令和８年４月１日
所管 県政情報・文書課

１ 条例の公布に当たって行う知事の署名の方法について、電子署名を追加
２ 規則の公布及び規程の公表に当たって行う手続きの見直し

26 行政手続条例の一部を改正する条例

行政手続法の改正に準じ、所要の改正を行おうとするもの

施行 令和８年５月２１日
所管 県政情報・文書課

聴聞の通知等に係る公示送達の方法の見直し

Ⅸ 提出予定議案一覧
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番号 名称 概要

27 情報公開条例の一部を改正する条例

情報公開制度について、所要の改正を行おうとするもの

施行 令和８年４月１日
所管 県政情報・文書課

開示請求権の濫用を禁止する規定を追加

28 公益認定等委員会条例の一部を改正する条例

公益信託に関する法律の改正に伴い、所要の改正を行おうとするもの

施行 令和８年４月１日
所管 私学・公益法人課

公益認定等委員会の委員の対象に「公益信託に係る活動に関して優れた識見を有す
る者」を追加

29
各種使用料及び手数料並びに各種利用料金の基準
額等の改定等に関する条例

各種使用料及び手数料並びに各種利用料金の基準額等の改定等を行おうとするもの

施行 令和８年４月１日

対象条例 総合運動場条例等34条例

30 手数料条例の一部を改正する条例

各種手数料の改定等、所要の改正を行おうとするもの

施行 令和８年４月１日
所管 財政課

１ 手数料の改定
２ 引用法令の名称変更及び引用条項の移動

Ⅸ 提出予定議案一覧
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番号 名称 概要

31
みやぎ食の安全安心推進条例の一部を改正する条
例

基本計画の策定等について、所要の改正を行おうとするもの

施行 令和８年９月１日
所管 食と暮らしの安全推進課

１ 食の安全安心の確保に関する基本的な計画の策定時期及び公表方法の見直し
２ みやぎ食の安全安心推進会議の委員の任命方法の見直し

32 食品衛生法施行条例の一部を改正する条例

手数料の改定等、所要の改正を行おうとするもの

施行 令和８年４月１日
所管 食と暮らしの安全推進課

１ 営業許可証の書換え交付に係る手数料等の改定
２ 新たな営業形態に係る施設基準の追加

33
化製場等に関する法律施行条例の一部を改正する
条例

手数料の改定等、所要の改正を行おうとするもの

施行 令和８年４月１日
所管 食と暮らしの安全推進課

１ 化製場の設置の許可に係る手数料等の改定
２ 死亡獣畜の解体等の年月日等を記載した台帳を、電磁的記録により保存できる規
定の追加

34 障害者体育施設条例の一部を改正する条例

使用料の改定等、所要の改正を行おうとするもの

施行 令和８年４月１日
所管 障害福祉課

１ 障害者体育施設の使用料の改定
２ 障害者の使用料について、個人使用の場合に免除する規定を新設

Ⅸ 提出予定議案一覧
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番号 名称 概要

35 福祉型障害児入所施設条例の一部を改正する条例

児童福祉法の改正等に伴い、所要の改正を行おうとするもの

施行 令和８年４月１日
所管 障害福祉課

18歳以上の入所利用者を対象とした障害福祉サービスに関する規定の削除

36
医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の
確保等に関する法律施行条例の一部を改正する条
例

医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律の改正に伴い、
所要の改正を行おうとするもの

施行 令和８年５月１日
所管 薬務課

引用条項の移動

37
国民健康保険法に基づく国民健康保険事業費納付
金の徴収に関する条例の一部を改正する条例

子ども・子育て支援法の改正等に伴い、所要の改正を行おうとするもの

施行 令和８年４月１日
所管 国保医療課

１ 子ども・子育て支援納付金の徴収に関する規定の整備
２ 医療費指数反映係数の見直しに伴う規定の整理

38 道路占用料等条例の一部を改正する条例

道路法施行令の改正に準じ、所要の改正を行おうとするもの

施行 令和８年４月１日
所管 道路課

１ 道路占用料に係る単価改定
２ 自動車への水素供給施設の占用料の追加

Ⅸ 提出予定議案一覧
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番号 名称 概要

39 宮城県建築審査会条例の一部を改正する条例

マンションの建替え等の円滑化に関する法律の改正に伴い、所要の改正を行おうとす
るもの

施行 令和８年４月１日
所管 建築宅地課

引用法令の名称変更及び引用条項の移動

40
学校職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部
を改正する条例

休暇の種類等について、所要の改正を行おうとするもの

施行 令和８年４月１日等
所管 教職員課

１ 子育て部分休暇の新設
２ 育児又は介護を行う職員の早出遅出勤務に関する規定の整理

41 県立学校条例の一部を改正する条例

県立高等学校の再編に伴い、所要の改正を行おうとするもの

施行 令和９年４月１日
所管 高校教育創造室

宮城県広瀬ideal高等学校及び宮城県大崎創成高等学校の新設

42 美術館条例の一部を改正する条例

観覧料の改定等、所要の改正を行おうとするもの

施行 令和８年４月１日
所管 生涯学習課

１ 常設展示観覧料及び特別展示観覧料の改定
２ 大学生等の常設展示観覧料を無料化
３ 施設の名称変更

Ⅸ 提出予定議案一覧

48



番号 名称 概要

43 歴史博物館条例の一部を改正する条例

観覧料等を改定しようとするもの

施行 令和８年４月１日
所管 文化財課

１ 常設展示観覧料、特別展示観覧料及び講堂使用料の改定
２ 大学生等の常設展示観覧料を無料化

Ⅸ 提出予定議案一覧
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（２） 条例外議案（15件）

番号 名称 概要

44
県行政に係る基本的な計画の変更について（宮城
県国土利用計画）

宮城県国土利用計画を変更することについて、宮城県行政に係る基本的な計画を議会
の議決事件として定める条例の定めるところにより、議会の議決を受けようとするもの

所管 地域振興課

○計画の内容
１ 策定に関する基本的な考え方
２ 県土利用の現状と課題
３ 県土利用の基本方針
４ 県土の利用目的に応じた区分ごとの規模の目標及びその地域別の概要
５ 計画の実現に向けた措置

45
食の安全安心の確保に関する基本的な計画の策定
について

食の安全安心の確保に関する基本的な計画（食の安全安心推進基本計画）を策定す
ることについて、みやぎ食の安全安心推進条例の定めるところにより、議会の議決を受
けようとするもの

所管 食と暮らしの安全推進課

○計画の内容
１ 基本計画策定の考え方
２ 施策の大綱
３ これまでの取組成果と今後の課題
４ 施策の展開
５ 基本計画の推進と関連計画

● 提出予定議案一覧Ⅸ 提出予定議案一覧
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番号 名称 概要

46
県行政に係る基本的な計画の策定について（宮城
県消費者施策推進基本計画）

宮城県消費者施策推進基本計画を策定することについて、宮城県行政に係る基本的
な計画を議会の議決事件として定める条例の定めるところにより、議会の議決を受けよ
うとするもの

所管 消費生活・文化課

○計画の内容
１ 第５期基本計画の策定に当たって
２ 消費者行政の基本理念と宮城県の目指すべき姿
３ 第４期基本計画の実績と課題
４ 消費者行政を取り巻く現状と課題
５ 第５期基本計画における施策の体系、重要な視点、施策の詳細
６ 計画の推進体制と進行管理

47 文化芸術振興ビジョンの策定について

文化芸術振興ビジョンを策定することについて、宮城県文化芸術振興条例の定めるとこ
ろにより、議会の議決を受けようとするもの

所管 消費生活・文化課

○ビジョンの内容
１ 第４期ビジョンの策定に当たって
２ 文化芸術を取り巻く現状と課題
３ 基本目標とめざす姿
４ 施策の展開
５ 推進体制

48
男女共同参画の推進に関する基本的な計画の策定
について

男女共同参画の推進に関する基本的な計画（宮城県男女共同参画基本計画）を策定
することについて、宮城県男女共同参画推進条例の定めるところにより、議会の議決を
受けようとするもの

所管 共同参画社会推進課

○計画の内容
１ 基本的な考え方
２ 県の現状
３ 男女共同参画の推進に関する施策
４ 推進体制

● 提出予定議案一覧Ⅸ 提出予定議案一覧
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番号 名称 概要

49
民間非営利活動の促進に関する基本的な計画の策
定について

民間非営利活動の促進に関する基本的な計画（宮城県民間非営利活動促進基本計
画）を策定することについて、宮城県の民間非営利活動を促進するための条例の定め
るところにより、議会の議決を受けようとするもの

所管 共同参画社会推進課

○計画の内容
１ 基本計画の改定に当たって
２ ＮＰＯを取り巻く現状と課題
３ 基本計画の見直しの視点と基本理念等
４ 施策と事業
５ 基本計画を推進するための体制づくり

50
安全・安心まちづくりに関する基本計画の策定につ
いて

安全・安心まちづくりに関する基本計画（犯罪のないみやぎ安全・安心まちづくり基本計
画）を策定することについて、犯罪のないみやぎ安全・安心まちづくり条例の定めるとこ
ろにより、議会の議決を受けようとするもの

所管 共同参画社会推進課

○計画の内容
１ 計画策定の趣旨
２ 宮城県の現状と課題
３ 犯罪のないみやぎ安全・安心まちづくりの推進
４ 推進項目と具体的推進方策

51
青少年の健全な育成に関する基本計画の策定につ
いて

青少年の健全な育成に関する基本計画（みやぎ子ども・若者育成支援計画）を策定す
ることについて、青少年健全育成条例の定めるところにより、議会の議決を受けようと
するもの

所管 共同参画社会推進課

○計画の内容
１ 基本計画の策定に当たって
２ 計画の基本的な考え方
３ 計画で推進する施策及び取組
４ 推進体制

● 提出予定議案一覧Ⅸ 提出予定議案一覧
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番号 名称 概要

52
おおむね１０年を期間とする食、農業及び農村の振
興に関する基本的な計画の変更について

農業・農村の振興に関する概ね１０年を期間とする基本的な計画（みやぎ食と農の県民
条例基本計画）を変更することについて、みやぎ食と農の県民条例の定めるところによ
り、議会の議決を受けようとするもの

所管 農業政策室

○計画名称の変更
「農業・農村の振興に関する概ね１０年を期間とする基本的な計画」から「おおむね１０
年を期間とする食、農業及び農村の振興に関する基本的な計画」に変更
○計画の内容
１ 宮城県の食と農を取り巻く情勢とこれまでの取組
２ 基本計画で目指す将来の姿
３ 将来像の実現に向けた施策の推進方向
４ 将来像の実現に向けた推進体制

53
水産業の振興に関する基本的な計画の変更につい
て

水産業の振興に関する基本的な計画を変更することについて、みやぎ海とさかなの県
民条例の定めるところにより、議会の議決を受けようとするもの

所管 水産業振興課

○計画の内容
１ 水産業の振興に関する基本的な計画の策定に当たって
２ 本県水産業を巡る状況
３ 本県水産業の目指すべき姿
４ 政策推進の基本方向等
５ 重点プロジェクト
６ 目標指標

● 提出予定議案一覧Ⅸ 提出予定議案一覧
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番号 名称 概要

54 包括外部監査契約の締結について

包括外部監査契約を締結することについて、地方自治法の定めるところにより、議会の
議決を受けようとするもの

所管 行政経営企画課

１ 契約の始期
令和８年４月８日

２ 契約の金額
13,200,000円を上限とする額

３ 契約の相手方
上野 陽一（公認会計士）

55
地方独立行政法人宮城県立こども病院が作成した
業務運営に関する目標を達成するための計画の認
可について

地方独立行政法人宮城県立こども病院が作成した業務運営に関する目標を達成する
ための計画を認可することについて、地方独立行政法人法の定めるところにより、議会
の議決を受けようとするもの

所管 県立病院再編室

○計画の内容
１ 中期計画の期間
２ 県民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成す
るためにとるべき措置
３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置
４ 予算、収支計画及び資金計画
５ 短期借入金の限度額
６ 出資等に係る不要財産となることが見込まれる財産の処分に関する計画
７ 前記の財産以外の重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画
８ 剰余金の使途
９ 積立金の処分に関する計画
１０ 料金に関する事項
１１ その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置

56 令和８年度市町村受益負担金について

令和８年度の農業農村整備事業（国営）に係る関係市町村の受益負担金について、土
地改良法の定めるところにより、議会の議決を受けようとするもの

所管 農村振興課

● 提出予定議案一覧Ⅸ 提出予定議案一覧
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番号 名称 概要

57
専決処分の承認を求めることについて（選挙長等の
報酬及び費用弁償条例の一部を改正する条例）

最高裁判所裁判官国民審査法施行令に基づく中央選挙管理会告示の改正に伴う所要
の改正について、令和８年１月２７日専決処分したので、その承認を求めようとするもの

所管 市町村課

○主な内容
１ 審査分会長に対する報酬額の改定
１日につき 10,800円→12,200円

２ 審査分会立会人に対する報酬額の改定
１日につき 8,900円→10,100円

58
専決処分の承認を求めることについて（令和７年度
宮城県一般会計補正予算）

令和８年２月８日執行の衆議院議員総選挙及び最高裁判所裁判官国民審査の経費に
係る令和７年度宮城県一般会計補正予算について、令和８年１月２３日専決処分した
ので、その承認を求めようとするもの

所管 財政課

歳入
国 庫 支 出 金 2,256,000千円
合 計 2,256,000千円

歳出
総 務 費 2,256,000千円
合 計 2,256,000千円

● 提出予定議案一覧Ⅸ 提出予定議案一覧

55



● 提出予定議案一覧Ⅸ 提出予定議案一覧
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〇使手数料の改定内容

担当課

１．各種使用料及び手数料並びに各種利用料金の基準額等の改定等に関する条例

1 総合運動場条例 スポーツ振興課 県サッカー場の入場料等 15円～34,700円 → 0円～38,200円

2 ライフル射撃場条例 スポーツ振興課
スモールボアライフル射撃場の使用
料等

130円～34,000円 → 150円～37,400円

3 県民の森等の設置及び管理に関する条例 自然保護課
宮城県県民の森中央記念館会議室
の使用料等

800円～4,000円 → 900円～4,400円

4
食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関
する法律施行条例

食と暮らしの安全推
進課

食鳥処理事業の許可に係る手数料
等

3円～19,000円 → 4円～19,300円

5 ふぐの処理等の規制に関する条例
食と暮らしの安全推
進課

ふぐ処理者免許の申請に係る手数料
等

2,800円～33,000円 → 2,900円～33,400円

6 旅館業法施行条例
食と暮らしの安全推
進課

旅館業の許可に係る手数料等 7,400円～22,000円 → 7,500円～22,200円

7 興行場法施行条例
食と暮らしの安全推
進課

興行場の営業許可に係る手数料 22,000円 → 22,100円

8 公衆浴場法施行条例
食と暮らしの安全推
進課

公衆浴場の営業許可に係る手数料 22,000円 → 22,100円

9 理容師法施行条例
食と暮らしの安全推
進課

理容所開設時の検査に係る手数料 16,000円 → 16,200円

10 美容師法施行条例
食と暮らしの安全推
進課

美容所開設時の検査に係る手数料 16,000円 → 16,200円

11 動物の愛護及び管理に関する条例
食と暮らしの安全推
進課

動物取扱業の登録に係る手数料等 400円～16,000円 → 1,100円～16,100円

12 クリーニング業法施行条例
食と暮らしの安全推
進課

クリーニング所の検査に係る手数料
等

2,900円～16,000円 → 3,000円～16,200円

13
浄化槽の保守点検業者の登録に関する条
例

廃棄物対策課
浄化槽保守点検業の新規登録に係
る手数料等

350円～28,800円 → 400円～31,800円

14
廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行
条例

廃棄物対策課
一般廃棄物処理施設の譲受け等の
許可に係る手数料等

68,000円 → 94,000円

15
准看護師再教育研修修了登録証の書換交
付等に関する条例

医療人材対策室 再教育研修の申請に係る手数料等 5,600円～85,000円 → 5,800円～87,800円

16 障害者福祉センター条例 障害福祉課 会議室の使用料等 650円～7,000円 → 1,300円～7,700円

17 温泉法施行条例 薬務課
法人の合併又は分割の承認申請に
係る手数料等

8,000円～53,000円 → 8,200円～53,500円

18 毒物及び劇物取締法施行条例 薬務課
毒物又は劇物の製造業又は輸入業
の登録申請に係る手数料等

2,400円～27,200円 → 2,500円～31,800円

19
大麻草の栽培の規制に関する法律施行条
例

薬務課
第一種大麻草採取栽培者免許証再
交付申請等に係る手数料等

3,600円 → 4,000円

20 覚醒剤取締法施行条例 薬務課
覚醒剤施用機関又は覚醒剤研究者
の指定申請に係る手数料等

3,000円～12,700円 → 3,100円～12,800円

条例名 主な内容 担当課

21 麻薬及び向精神薬取締法施行条例 薬務課
麻薬卸売業者の免許申請に係る手
数料等

3,000円～15,400円 → 3,400円～15,500円

22 産業技術総合センター条例 新産業振興課
機器使用料及び試験手数料
（個別の料金は告示）

150円～35,000円 → 150円～37,700円

23 野営場条例 観光戦略課 使用料 200円～450円 → 220円～490円

24 産業交流センター条例 国際政策課 大ホール等の利用料金の基準額 20円～328,000円 → 24円～393,000円

25 種畜預託手数料条例 畜産課 種馬の預託に係る手数料等 400円～850円 → 500円～1,100円

26 家畜伝染病予防法施行条例 家畜防疫対策室 牛の結核の検査に係る手数料等 50円～1,300円 → 55円～1,400円

27 家畜検査手数料条例 家畜防疫対策室 牛の結核の検査に係る手数料等 500円～4,300円 → 800円～5,700円

28 水産技術総合センター使用料条例 水産業振興課 原魚加工関連機器の使用料等 100円～950円 → 200円～1,400円

29 漁港管理条例 漁港整備推進室
廃油処理施設におけるバラスト水の
使用料等

100円～1,000円 → 130円～1,300円

30 公共用財産管理条例 用地課
公共用財産の使用料
（電柱、支柱、支線等）

5円～640円 → 7円～1,100円

31 海岸占用料等条例 河川課 海岸占用料（電柱等） 100円～700円 → 150円～1,200円

32 流水占用料等条例 河川課
流水占用料（原動力の用に供するも
の等）

100円～4,880,000円 → 150円～5,120,000円

33 県立都市公園条例
都市環境課
スポーツ振興課
観光戦略課

会議室の使用料等 80円～144,000円 → 90円～158,000円

34 公安委員会関係手数料条例 警察本部 パーキング・メーターの使用料等 200円～450円 → 300円～500円

条例名 主な内容



● 提出予定議案一覧Ⅸ 提出予定議案一覧
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担当課

２．その他議案分

私学・公益法人課
宗教法人の認証書謄本の交付に係
る手数料等

500円 → 600円～1,000円

環境政策課
第一種フロン充てん回収業の登録に
係る手数料等

5,000円 → 5,200円

環境対策課
汚染土壌処理業の許可に係る手数
料等

25,000円～240,000円 → 25,300円～242,000円

食と暮らしの安全推
進課

製菓衛生師免許の交付に係る手数
料等

2,800円～45,000円 → 2,900円～45,300円

廃棄物対策課 引取業の登録に係る手数料等 4,000円～5,000円 → 4,100円～5,200円

医療政策課 診療所検査に係る手数料等 8,200円～22,000円 → 8,500円～22,200円

医療人材対策室 准看護師免許の申請に係る手数料 5,600円 → 5,800円

長寿社会政策課
介護支援専門員実務研修受講試験
の受験料

12,400円 → 13,500円

健康推進課 調理師試験の受験料等 50円～6,500円 → 60円～6,600円

産業立地推進課 特定計量器の検定に係る手数料等 95円～427,000円 → 150円～462,000円

みやぎ米推進課 肥料の登録に係る手数料等 7,100円～35,000円 → 7,200円～37,200円

畜産課 家畜商免許の交付に係る手数料等 1,200円～44,300円 → 1,400円～44,500円

水産業振興課
小型漁船の総トン数の測度の申請に
係る手数料等

440円～38,000円 → 450円～38,200円

森林整備課 種穂育成証明に係る手数料 39,600円～41,900円 → 39,700円～42,200円

建築宅地課
法令の名称変更及び引用条項の移
動

→

36
食品衛生法施行条例の一部を改正する条
例

食と暮らしの安全推
進課

営業許可証の書換え交付に係る手数
料等

2,000円～30,000円 → 2,100円～30,400円

37
化製場等に関する法律施行条例の一部を
改正する条例

食と暮らしの安全推
進課

化製場の設置の許可に係る手数料
等

6,800円～24,000円 → 6,900円～24,200円

38
障害者体育施設条例の一部を改正する条
例

障害福祉課
宮城県障害者総合体育センターの使
用料

120円～8,850円 → 170円～9,700円

39 道路占用料等条例の一部を改正する条例 道路課 道路占用料（電柱等） 2円～4,800円 → 3円～5,400円

40 美術館条例の一部を改正する条例 生涯学習課 常設展示観覧料等 0円～300円 → 0円～350円

41 歴史博物館条例の一部を改正する条例 文化財課 常設展示観覧料等 0円～460円 → 0円～500円

35 手数料条例の一部を改正する条例

条例名 主な内容
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